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飯田市長 佐藤 健
(リ ニア推進部)

「土曽川橋梁工事での要対策土の活用に関する飯田市と JR東海の協定に

ついて質問と要望」及び「飯田市の諮問機関として「リエア新幹線に関わる

対策委員会」の設置を求めます」について (回答)

令和 7年 5月 15日 付けで受領いたしました「土曽川橋梁工事での要対策土の活用に関する

飯田市と JR東海の協定について質問と要望」及び「飯田市の諮問機関として「リニア新幹線

に関わる対策委員会」の設置を求めます」に対しまして、下記のとおり回答いたします。

記

1.「土曽川橋梁工事での要対策土の活用に関する飯田市と JR東海の協定について質問と要

望」について

○ 「協定について飯田市側の要求が満たされない場合は、活用に同意できないとの意思表

示をしていただきたい。」

【回答】

市では、住民説明会での意見や要望、長野県からの助言を踏まえた内容が重要である

と考えており、その内容を確認し締結しました。

○「JR東海が協定を結ばない場合は厳重に抗議すべき。協定が結ばれるまでは、要対策土

の投入はしないこと。」

【回答】

要対策土の活用について、JR東海と市が確認事項を書面にて取り交わすことが必要と

の考えで進めて、確認書の締結後に要対策土の投入が開始されました。

○「投入前に協定の内容、活用に至った経緯の説明を住民に説明し理解を求めること。」

【回答】

確認書の作成段階で、関係地区と協議や意見確認を行い、そこで出た意見も踏まえて

作成し確認をいただいています。また、要対策土の活用に至った経緯については、 4

月の住民説明会で JR東海から説明があったと認識しています。

t



○「協定案の検討にあたっては市の関係部局や環境の専門家の意見を求めること。」

【回答】

市の関係部局や関係自治振興センターとも内容について意見を伺い、確認書を作成し

ました。

○「定期的な水質検査報告や公表、異常時の対応について市側の体制をつくること。」

【回答】

水質調査のチェック・確認を行う組織の設置については、必要性を認識しており、年

内の組織の設置を予定しています。

○「投入前に必要なボーリング調査を新たに実施し、地下水の流向を確実に把握すること。」

【回答】

長野県からの助言に対する JR東海の対応方針では、「橋脚基礎部付近の観測井を用い

て流向や季節変動を含めた地下水の流向を確認し、調査結果を踏まえ必要に応じて地

下水調査地点を追加する場合は、改めて環境保全計画書に追記します」と記載されて

います。

○「土曽川への影響の有無や程度を把握できる水質調査地点を具体的に定め、施設撤去ま

での間継続的に調査すること。」

【回答】

橋脚より下流での用水取水箇所を調査した結果から、調査地点として堂垣外橋付近で

水質調査を行うことを示しており、要対策土の存置中は継続して調査する旨を記載し

ています。 (確認書 別紙 3)

○「施設の利用終了時には要対策土を撤去し適切に処分すること。」

【回答】

水質調査を要対策土の存置中は継続して行うとしています。

何かしらの理由において利用に変更があった際は、内容の変更として関連地区に相談

し、市と JR東海で協議していくこととしています。 (確認書 第 7条及び別紙 3)

○「漏洩により地下水利用が出来なくなり増加した分の水道料金は補償すること。」

【回答】

土曽川橋りょう工事における要対策土の取扱いにより損害を生じた場合は、JR東海が

法令に基づいて適切に対応するものと記載しています。 (確認書 第 6条 )

○「漏洩時の対策工は、周囲の民有地などに影響を生じさせないこと。」

【回答】

漏洩時の対応としては、適切な工法にて対策できるよう継続して検討していくことや、

対策工事を行う上で、JR東海所有地外へ影響する際は関係する地権者と協議すること

を記載しています。 (確認書 第 5条第 4項及び別紙 5)



○「漏出個所の補修の具体的な内容を明確にし、施工では周囲の民有地などに影響を生じ

させずに行うこと。」

【回答】

漏出箇所の損傷程度に合わせた補修を行うこと。また、その補修を行う上で、JR東

海所有地外へ影響する際は関係する地権者と協議することを記載しています。 (確認

書 第 5条第 4項及び別紙 5)

2.「飯田市の諮問機関として「リエア新幹線に関わる対策委員会」について

【回答】

今回の土曽川橋りょうへの要対策土投入後の水質調査のチェック・確認を行う機能を

持った組織の設置について必要があると認識をしており、年内の設置を予定し、他の

審議会のメンバーなどを参考に検討していきます。


